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新型コロナウイルス感染症への対応にかかる会員企業への周知について（依頼）

国から「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」（令和 2年 2月 25日決定）が示され、
本市においても対応を進めておりますので、会員企業に対する周知についてご協力くださいま

すようお願い申し上げます。

また、文部科学事務次官通知「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校、中学校、

高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業について」（令和 2 年 2 月 28 日決定）
を受け、本日付けで発表しました本市における学校の休業とそれに伴う対応についても併せ

て周知いただきますよう、重ねて依頼申し上げます。

記

1.「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」（抜粋）
 同方針で、特に事業者に対しては以下のことが要請されています。

 患者・感染者との接触機会を減らす観点から、企業に対して発熱等の風邪症状が見られ

る職員等への休暇取得の勧奨、テレワークや時差出勤の推進等を強力に呼びかける。

 イベント等の開催について、現時点で全国一律の自粛要請を行うものではないが、専門家

会議からの見解も踏まえ、開催の必要性を改めて検討するよう要請する。

 なお、令和 2 年 2 月 26 日に、安倍総理から「イベントの開催に関する国民の皆様へのメッ
セージ」として、「全国的なスポーツ、文化イベント等については、大規模な感染リスクがあるこ

とを勘案し、今後 2 週間は、中止、延期又は規模縮小等の対応」が要請されています。

2.中小企業向け資金繰り支援（別添チラシのとおり）
○ 本市の制度融資「経営支援特別融資」について、新型コロナウイルス感染症により経営に

影響を受けている場合は融資要件を緩和しています。

○ 学校休業による経営の影響についても上記融資要件緩和の対象となります。

○ 令和 2年 3 月 2日（月）から「セーフティネット保証 4号」の認定により、最近 1 か月の売上
高等が 20%以上減少している方については、信用保証料率が割安（年 0.80%）となるとと
もに信用保証が 100%保証となります。

3.商店街向け支援
○ 商店街等補助事業で、ウイルス拡散防止のためイベント等を中止した場合には、準備で要

した経費について、補助対象とします。



4.「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等
における一斉臨時休業について」（文部科学事務次官通知・要約）

 今がまさに感染の流行を早期に終息させるために極めて重要な時期であることを踏まえ、多

くの子供たちや教職員が、日常的に長時間集まることによる感染リスクに予め備える観点か

ら、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校における全国一斉の臨時休業を要請す

る方針が内閣総理大臣より示されました。

 各学校の設置者におかれては、本年 3月 2日（月）から春季休業の開始日までの間、学校
保健安全法第 20 条に基づく臨時休業を行うようお願いします。

 なお、臨時休業の期間や形態については、地域や学校の実情を踏まえ、各学校の設置者

において判断いただくことを妨げるものではありません。

5.公立学校休業に伴う影響への本市の対応
令和 2 年 3 月 2 日（月）から各学校で定めた春季休業の開始日までの間、市立小学校・中
学校・高等学校・特別支援学校・幼稚園を臨時休業とします。

○ 保育園・認定こども園等：感染の予防に留意した上で、国の「保育所における感染症対策

ガイドライン」に基づき開園します。

○ 放課後児童クラブ：感染の予防に留意した上で、学校の長期休業時の対応により開設しま

す（ただし、利用者へ可能な限り家庭で過ごしてもらうよう要請）。

○ 放課後児童クラブを利用していない小学校１～３年生について：一人で自宅で過ごすこと

が困難な児童、幼稚園に在籍している園児は学校・園にて預かります。
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